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住民監査請求監査結果 

第１ 請求の受理 

 １ 請求人 

   Ｘ 

 ２ 相手方 

   札幌市長（以下「市長」という。） 

 ３ 請求書の提出日 

   平成 28 年 10 月 11 日 

 ４ 請求の要件審査 

   この札幌市住民監査請求（以下「本件監査請求」という。）については、地方自治

法（昭和 22 年法律第 67 号。以下「法」という。）第 242 条第１項に規定する要件を

備えているものと認め、請求の提出日付けで受理した。 

第２ 監査の実施 

 １ 請求の概要 

   請求人から提出された札幌市住民監査請求及び平成 28 年 11 月７日に行われた法

第 242 条第６項に基づく請求人の陳述等を総合すれば、本件監査請求の要旨及び理

由は次のとおりである。 

  ⑴ 請求の要旨 

    社会資本整備総合交付金事業である札幌圏都市計画道路事業３・２・10 号環状

通（中央区側）（以下「本件事業」という。）は、事業区間内の現４車線区間全て

を６車線化とする公共事業である。 

    本件事業について、札幌市公共事業評価検討委員会（以下「市委員会」とい

う。）の資料には「費用便益比＝Ｂ／Ｃ」（以下「Ｂ／Ｃ」という。）に係る詳細事

項算出根拠に関わる情報記載が欠落しており、市民の検証・確認は不可能である。

また、市委員会の資料及び議事録を見る限りにおいて、Ｂ／Ｃの検証・検討が十

分にされていないのだから、本件事業に係る公金支出は不法・不当である。 

    よって、本件事業のＢ／Ｃの詳細事項算出根拠に係る、全ての年次に渡る全て

の付帯工事を含む費用情報及び全ての要因に関する便益情報について、厳密なる
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精査・監査を求める。 

    また、本件事業については、現在進行中の整備工事を「中断」し、財政上の厳

密なる監査を通して、事業計画の「再審議」、事業の「見直し」を実施して、札幌

市の都市計画道路事業経営の健全化及び札幌市財務行政の健全化を図ることを求

める。 

  ⑵ 請求の理由 

   ア 市委員会の検討内容等について 

     市委員会は、下記の法規定の主旨に従って検討されるべきとされている。 

     政策評価に関する法令、基本方針、ガイドライン 

     行政機関が行う政策の評価に関する法律 

     道路事業の事業評価 

     新規事業採択時評価 

     道路事業の事業評価 Ｂ／Ｃ(費用便益比)の計算方法の概要 

     道路事業の３便益について 

     道路に関する費用、収入及び公用負担 

     公共事業評価の基本的考え方 

     公共事業評価の仕組み 

     公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針 

     社会資本整備総合交付金 

     社会資本整備計画提出から交付申請までの手続き 

     国民本位の効率的で質の高い行政の実現、国民に対する行政の説明責任を果

たす旨を標榜する行政評価関連法等に照らして、以下のことから、市委員会検

討実態は逸脱していると判断する。 

    (ｱ) 第 15 回(平成 22 年)及び第 20 回(平成 27 年)市委員会における公共事業評

価検討において、関連法等で規定される｢費用・便益｣の詳細内訳が検討され

ていない。 

    (ｲ) 関連法等で規定される｢事業中止の場合の費用・便益｣検討がなされていな

い。 

    (ｳ) 市に宛てたＢ／Ｃ詳細情報提供依頼に対する回答に、所望情報提示がない。 

    (ｴ) 社会資本総合整備事業に係る諸文書資料に、求める情報提示がない。 
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      なお、上記の諸文書として、市長が発行した「交付対象事業の実施に関す

る計画の提出」及び「交付金申請」並びに国土交通省が発行した「事業の内

定」及び「交付決定通知」に係る４件の文書については、全て 2016 年４月１

日付けであり、非常に不自然である。 

    (ｵ) 当該事業に関する｢初期公共事業評価検討委員会｣の詳細情報記録提示がな

い。 

    (ｶ) 平成 27 年度以前の社会資本整備総合交付金対象事業の実施に関する計画提

出書等の関連全書面一式の提示がなされていない。 

    (ｷ) 平成 27 年度以前の対象事業の初期事業評価では、「Ｂ／Ｃ」はいかなる費

用・便益額を算定したのか不明確である。 

    (ｸ) 既に｢６車線化｣済みの南 19 西 16(190ｍ区間)、現｢４車線｣の南円山区間を

も含めた、過去・将来のセット・バック費用及び事業整備費はいかなる算定

を行っているのかが一切不明である。 

    (ｹ) 現｢４車線｣の南円山区間の｢６車線化｣事業計画実施にはいかなる｢確証｣を

有しているのか不明である。 

    (ｺ) ｢６車線化｣拡張事業にかかわる住民への撤去費・移転費・迷惑費等の諸補

償費の財政処理については、生活保護対象者の支給保護費との制度上の「不

都合」、「不整合」に関しても、市民の立場で十分に「配慮」されるべきであ

る。 

   イ 交通流の推計情報・データ算定根拠の検証について 

     「費用便益」算定の基本事項である｢事業費の年度別・区間別・付帯工事を含

む全整備費明細」及び｢交通流に関わる年度別・区間別定量的根拠明細｣を基に

した検討が未遂行である。 

     市委員会の実態及び利便性算出に関わる交通量情報は、次に示すとおりであ

る。 

    (ｱ) 「便益」算定重要項目は「交通流の推計＝交通量・走行距離・路線条件｣で

あり、｢走行時間短縮便益・走行経費減少便益・交通事故減少便益」の総和で

あるが、｢便益内容｣に関する一切の定量的なデータ提示・検討がなされない

状態で市委員会において｢継続｣との結果を｢具申｣している。 

    (ｲ) 「第 15 回市委員会」資料記載の、２車線が６車線の拡張事業決定に際して
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交通量評価実績がない。 

    (ｳ) 「札幌都心部の交通渋滞」は、長年に渡り市議会でも取り上げられてきた

課題であり、時の市責任者が、その都度｢対策を検討します｣との回答を繰り

返してきている事は周知のとおりである。 

    (ｴ) 当該 190m 区間の現在混雑度が 0.4 である事から見て、｢４車線｣でも十分で

あると判断される。 

    (ｵ) 当該石山通交差点の現在混雑度が 0.6 である事から｢４車線｣でも十分であ

ると判断される。 

    (ｶ) 上記石山通交差点の交通状況が、「一時的局部的な混雑状況｣である事から、

｢右折 or 左折車線｣等の局部的設置対応で十分事足りるものと判断される。 

    (ｷ) 「一時的局部的な混雑状況 1.0～1.25」が生じた場合であっても「（断面）

混雑度｣の規定範囲である事から、「６車線」拡張の必要性がないと判断され

る。 

    (ｸ) 算定基本項目である当該｢環状通：６車線化拡張」事業評価の｢将来交通

量」は、現在に至るまで一度もオープンな第三者評価が未実施であり、一切

未公表である。 

    (ｹ) ｢都心部交通緩和｣課題に関しては、混雑交差点・混雑指数等の詳細実態デ

ータを掌握し、データに基づいた実効的な計画立案・実践と緻密な効果検

証・評価の実施が急務である。 

      また、データに基づいた定量的精査・分析の上で、既存路線の有効活用度

を含めて、最適な対策を講ずる事が必須である。 

    (ｺ) 都心部交通量を正しく把握する事は、対策立案には欠かせないことである

し、｢車線拡張｣を考える前に、既存道路の一層の有効活用が最優先である。 

    (ｻ) 環状通については、道路構造令に基づき、｢混雑度 1.25｣の許容交通量以下

であれば、｢現状車線数｣でも運用可能であると判断される。 

   ウ 都市計画審議会の審議実態・機能評価について 

     都市計画道路事業の決定工程は、国交省｢道路事業の流れ｣で定められている。 

     「都市計画」に定める事項として、都市施設である道路の「種別・車線数・

構造」が規定されている。 

     したがって、都市計画法で規定されている「都市計画審議会」審議を経て道
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路の「種別・車線数・構造」が決定される事となっている。 

     また、「車線数」は道路構造令によって、対象路線区間の「将来交通量」を考

慮して定めるとされている。 

     既存道路の見直しに当たっては、「将来交通量」を考慮する事とされている。 

     当該都市計画道路：環状通に関する、札幌市都市計画審議会の審議実態は次

のとおりである。 

    (ｱ) 「第 64 回札幌市都市計画審議会（平成 24 年 7 月 26 日）」で、環状通は全

て「６車線」とするとの判断が示された。 

      現４車線環状通：南 19 西７～南 19 西 14／東西区間、南 19 西 15～南２西

27／南北区間全て「６車線化」する事を、一切の「将来交通量」評価なしに、

当日審議対象 182 路線の一つとして、一括判断された。 

    (ｲ) 規定に従って判断すべきであるとして当該審議会会長の判断・説明を求め

たところ、「交通量」は技術的事項なので、市担当部門に問い合わせてほしい

こと及び「６車線」判断は、昭和 40 年建設省都市計画決定の幅員・車線数に

従ったものである旨の回答があった。 

      また、市からは、「都市計画審議会」は、交通量を審議する場ではないとの

説明があった。 

    (ｳ) 「再審議」の必要性を主張して、市長に審議会の再開を申し入れたが、市

の回答は、「再審議は考えていません」というものであった。 

    (ｴ) 南円山地域、南 19 西 7～10 区間・西 11～15 区間及び北海道大学構内エル

ム・トンネルの環状通区間を含めた札幌市都市計画審議会の審議内容を、改

めて精査・検証をする事が望まれている。 

    (ｵ) 市民への説明責任を十分に果たすことができる、厳密・厳格な審議会が求

められている。 

   エ 市答弁・説明の情報内容根拠明示責務について 

     市議会における市の諸答弁・回答は、いずれも「６車線化」を不可避とする

交通量の、定量的根拠が示されていない。詳細情報の公開も第三者の評価審査

も経ずに事業許可・社会資本整備総合交付金手続きを行った行政処分は、明ら

かな不当・不法行為であると判断する。 

     早急に、進行中の整備工事を「中断」して、都市計画決定工程からオープン
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な「再審議」を行うべきと判断する。 

  ⑶ その他の主張等 

   ア ｢環状通６車線化事業｣の課題調査工程を通して、公共事業の評価や都市計画

等に係る諸計画策定部門の相互機能の連携不備により「計画の統一・一貫性」

の欠如、「進捗管理・結果評価」の機能不全など、「縦割り行政」の弊害による

「事業企画・経営」総合機能低下が指摘されているものと考える。 

   イ 市の公共事業の評価や都市計画等に係る諸審議会・委員会等の機能充実が望

まれる。 

 ２ 監査対象事項 

   住民監査請求は、地方公共団体の執行機関や職員について、違法又は不当な財務

会計上の行為及び一定の怠る事実（具体的には、①「公金の支出」、②「財産の取得、

管理又は処分」、③「契約の締結又は履行」、④「債務その他の義務の負担」、⑤「①

～④の行為が相当の確実さで予測される場合」、⑥「公金の賦課又は徴収を怠る事

実」、⑦「財産の管理を怠る事実」）について、その是正や防止、損害の補塡を求め

て監査を請求する制度である。 

   本件監査請求においては、請求の内容から、本件事業に係る公金の支出を不法又

は不当としているものと判断される。 

   したがって、本件事業に係る公金の支出について監査対象とする。ただし、本件

事業は、複数年度に渡って継続しており、本件事業に係る公金の支出の中には、本件

監査請求の提出日において、当該支出があった日から、１年を経過したものも含まれ

るところ、これらについては、法第 242 条第２項の規定により、監査対象とはならな

い。また、今後において相当の確実さをもって支出されることが予測される、平成

28 年度において予算措置がされているものについては、監査対象に含める。 

 ３ 請求人の陳述 

   平成 28 年 11 月７日に、請求人の陳述の聴取を行った。また、同年 11 月 14 日付

けで、陳述に係る追加情報の提出があった。 

 ４ 監査対象部 

   札幌市建設局土木部及び札幌市まちづくり政策局総合交通計画部 

 ５ 監査の方法 

   法第 242 条第４項の規定による監査は次の方法で実施した。 
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  ⑴ 書類調査 

    監査対象部に対して関係書類の提出を求め、書類調査を行った。 

  ⑵ 事情聴取 

    監査対象部の関係職員から事情を聴取した。 

第３ 監査の結果 

 １ 認定した事実 

   当監査委員は、上記第２の５の調査等により、次の事実を認めた。 

  ⑴ 環状通の整備概要について 

   ア 都市計画道路について 

     都市計画道路とは、都市の骨格を形成し、安心で安全な市民生活と機能的な

都市活動を確保する都市交通における最も基幹的な都市施設として都市計画法

（昭和 43 年法律第 100 号。以下「都計法」という。）第 11 条第１項第１号に掲

げられている、都市計画決定された道路である。都市計画決定及び変更に当た

っては、都計法第 19 条第１項及び第 21 条の規定により、都市計画審議会の議

を経ることとされており、札幌市では、302 路線、約 874km を都市計画決定して

いる。 

     市が初めて道路の都市計画決定をしたのが昭和 11 年であり、この時に環状通

の一部について都市計画決定され、昭和 40 年の都市計画道路の変更の際に、現

在の環状通の形となるとともに、６車線を想定して都市計画決定されている。

その後、平成 10 年の都市計画法施行令の改正により、車線の数についても都市

計画で定めることとされ、環状通については、平成 24 年８月 14 日に車線の数

を６として決定された。 

     環状通は、当初より都心への不必要な通過交通を抑制し、地域間の交通の円

滑化を図る重要な路線として計画された道路であり、現在では、総延長 22.65km、

全線６車線で都市計画決定されている。 

   イ 環状通の位置付け 

     現在の交通実態を総合的に把握するため、どのような人々が、どのような目

的で、どこからどこへ、どんな手段を使って移動したのかという人の動きを把

握することが必要であり、その調査手法としてパーソントリップ調査（以下
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「ＰＴ調査」という。）が全国的に用いられている。 

     平成 18 年には、道央都市圏（札幌市、小樽市、江別市、千歳市、恵庭市、北

広島市、石狩市、当別町、南幌町、長沼町）の７市３町により、道央都市圏総

合都市交通体系調査協議会が設立され、同協議会において、第４回ＰＴ調査を

実施している。 

     この調査を基に、平成 22 年３月には、将来的な人口減少や少子高齢化の急速

な進展などを背景にした 20 年後を想定し、道央都市圏のあるべき将来都市像を

定め、その実現に向けた交通に関する基本方針を示した「道央都市圏の都市交

通マスタープラン」が、同協議会によって策定された。これを踏まえ、市にお

いては、平成 24 年１月に「札幌市総合交通計画」を策定した。 

     これらの計画では、道央都市圏の交通体系を、公共交通ネットワークと、道

路ネットワークにより形成することとされている。この道路ネットワークは、

２高速３連携２環状 13 放射道路を骨格とした幹線道路網により構成されており、

環状通は、「２環状」の１つに位置付けられる骨格幹線道路である。また、「札

幌市総合交通計画」においては、都心への不必要な通過交通の抑制のほか、本

市を含めた道内各地の魅力・活力向上を支援するため、道内各地や空港、港湾

施設とのアクセス性向上を図るとされている。 

     市において平成 25 年 10 月に策定された「札幌市まちづくり戦略ビジョン」

では、「市内交通の円滑化を図るとともに、都市間・地域間連携や空港・港湾へ

のアクセスを支える骨格道路網を始めとする交通ネットワークの強化を図る」

として、取組路線に環状通が挙げられており、平成 27 年 12 月策定の「札幌市

まちづくり戦略ビジョン・アクションプラン 2015」において、本件監査請求の

対象区間の整備が計画事業として位置付けられている。 

     このほか、阪神淡路大震災を教訓として、地震直後から発生する緊急輸送を

円滑かつ確実に行うため、高速自動車国道、一般国道及びこれらを連絡する幹

線的道路並びにこれらの道路と都道府県知事が指定する防災拠点を相互に連絡

する緊急輸送道路を指定することとされ（「緊急輸送道路ネットワーク計画等の

策定について」（平成８年５月 10 日付け建設省道防発第４号：建設省道路局企

画課道路防災対策室長通知、平成８年５月 10 日付け事務連絡：建設省道路局企

画課道路防災対策室課長補佐通知））、環状通はその基軸となる第１次緊急輸送
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道路に指定されている。なお、「札幌市総合交通計画」において、緊急輸送道路

の機能向上とネットワークの強化を図るため、計画幅員が確保されていない路

線について、計画的な道路整備を推進するとされている。 

   ウ 環状通の整備経過 

     環状通においては、都心部の交通混雑の一因である通過交通の転換と、地域

間交通の円滑化に資することを目的に、順次事業認可を受けながら昭和 40 年代

から整備が進められており、これまでに全体 22.65km の約 83％にあたる 18.8km

が６車線で整備済みである。 

     本件事業の対象区間は白石・藻岩通から石山通の間であり、このうち、市は、

平成 13 年度に白石・藻岩通から福住・桑園通間（南 19 条西 15～16 丁目）の事

業認可を取得し、平成 16 年度に隣接する福住・桑園通から石山通間（南 19 条

西 11～14 丁目）の事業認可を取得した。そして、白石・藻岩通から福住・桑園

通間の整備は完了しており、福住・桑園通から石山通間について、平成 27 年度

から工事を進めている。 

  ⑵ 札幌市公共事業の再評価の概要について 

   ア 再評価に係る実施要領の制定経緯 

     平成 10 年３月に建設省（現国土交通省）から各自治体宛てに、公共事業の効

率的な執行及び透明性の一層の向上を図ることを目的に建設省所管事業の再評

価を行うよう通知があった（「建設省所管公共事業の再評価実施要領及び建設省

所管公共事業の新規事業採択時評価実施要領の策定について」（平成 10 年３月

27 日付け建設省技調発第 88 号の４：建設事務次官通知。以下「建設事務次官通

知」という。））。これを受け、市においては「札幌市公共事業（建設省所管補助

事業）再評価実施要領」（現「札幌市公共事業【国土交通省関連補助事業及び交

付金事業】再評価実施要領」。以下「市要領」という。）を定めている。 

   イ 市要領による再評価の対象事業 

     市要領による再評価の対象事業は、採択後一定期間経過している事業や再評

価後一定期間経過している事業等とされている（市要領第３）。ここでいう採択

とは、事業が予算化された時点の意である（市要領第３⑴）。 

   ウ 市要領による再評価の実施手続 

     市要領において、市長は、再評価に係る資料及び事業の継続、見直し継続又
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は中止の方針案（以下「対応方針案」という。）を作成した後、これを札幌市附

属機関設置条例（平成 26 年条例第 43 号）に基づき設置する市委員会に諮り、

市委員会から市長に対し意見の具申があったときは、これを最大限尊重して対

応方針を決定することとされている（市要領第４の１及び別紙１の再評価の実

施フロー）。 

   エ 再評価の手法 

     再評価を行うに当たっての主たる視点は、次のとおりである。 

    (ｱ) 事業の必要性等に関する視点 

     ａ 事業を巡る社会経済情勢等の変化（事業採択の際の前提となっている需

要の見込みや地元情勢の変化等事業を巡る社会経済情勢等の変化状況等） 

     ｂ 事業の投資効果（事業の投資効果やその変化。原則として再評価を実施

する全事業について費用対効果分析を実施するものとする。） 

     ｃ 事業の進捗状況（再評価を実施する事業の進捗率、残事業の内容等） 

    (ｲ) 事業進捗の見込みの視点 

      事業の実施のめど、進捗の見通し等 

    (ｳ) コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点 

      技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減の可能性や事業

手法、施設規模等の見直しの可能性 

     上記(ｱ)の各視点（以下「視点１」という。）に加え、上記(ｲ)の視点（以下

「視点２」という。）による再評価がいずれも事業継続と判断できる場合であっ

て、かつ、上記(ｳ)の視点（以下「視点３」という。）による再評価により事業

の見直しを図る必要がないと判断できる場合には（又は当該見直しを行うこと

で事業の効率化が図られると判断できる場合には、当該見直しを行った上で）、

事業を継続することができる（市要領第５の３）。 

   オ 費用便益分析について 

     上記エの再評価の具体的方法については、国が策定する評価方法に準ずるも

のとする旨定められており（市要領第５の１）、上記エ(ｱ)ｂの事業の投資効果

に係る評価を行うに当たっての指標の一つであるＢ／Ｃについては、以下のと

おり算出することとされている。 

     Ｂ／Ｃの算出に当たっては、平成 20 年 11 月に国土交通省が策定した「費用
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便益分析マニュアル」（以下「国マニュアル」という。）が全国的に用いられて

おり、市も同様である。 

     国マニュアルにおいては、多種多様な便益がある中で「走行時間短縮便益」

「走行経費減少便益」「交通事故減少便益」の３種類の便益についてのみ金銭価

値換算の手法が示されているため、市は、当該３種類の便益を合計し、「Ｂ」を

算出している。 

     そして、「走行時間短縮便益」は、道路の整備・改良が行われない場合の総走

行時間費用から、道路の整備・改良が行われる場合の総走行時間費用を減じた

差として、「走行経費減少便益」は、道路の整備・改良が行われない場合の走行

経費から、道路の整備・改良が行われる場合の走行経費を減じた差として、「交

通事故減少便益」は、道路の整備・改良が行われない場合の交通事故による社

会的損失から、道路の整備・改良が行われる場合の交通事故による社会的損失

を減じた差として算出されている。 

     また、費用に当たる「Ｃ」は、用地取得費や工事費などの整備費と供用後の

維持管理費の和として算出されている。 

     このように算出された、「Ｂ」（便益）を「Ｃ」（費用）で除すことにより、Ｂ

／Ｃが算出され、投じた費用に対して、得られる便益が大きい場合には、Ｂ／

Ｃの値は、１を超えることとなる。 

     なお、一般に、道路の整備に伴う効果としては、渋滞の緩和や交通事故の減

少の他、走行快適性の向上、沿道環境の改善、災害時の代替路確保等、数値で

表すことができない多種多様に渡る効果（以下「定性的効果」という。）が存在

する（国マニュアル１⑵）。 

  ⑶ 本件事業に係る再評価について 

   ア 平成 27 年度の本件事業の対応方針案について 

     本件事業については、市において平成 22 年度にも再評価が実施され、事業継

続となった経緯があるが、その後５年間が経過したため、平成 27 年度再評価対

象事業となったものである。 

     再評価の対象事業について、再評価を行うに当たっては、いったん市におい

て所定の視点に基づく再評価を行って対応方針案を作成し、これを委員会に諮

って意見を求めるという手続をとることとされているが、本件事業の対応方針
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案は、以下のとおり作成されている。 

    (ｱ) 視点１について 

      視点１のうち、「ａ 事業を巡る社会経済情勢等の変化」について、平成 23

年 12 月の藻岩山施設リニューアルが挙げられている。 

      「ｂ 事業の投資効果」については、まず、「Ｂ／Ｃ」について以下のとお

り評価が行われている。 

      環状通においても、国マニュアルに基づき道央都市圏の道路ネットワーク

全体で当該区間の整備・改良が行われない場合と行われる場合の交通量を平

成 18 年に実施された第４回ＰＴ調査の結果を用いて推計し、Ｂにあたる便益

が算出されている。 

      Ｃにあたる費用については、国マニュアルに基づき用地取得費や工事費な

どの整備に要した費用に加え、供用後の維持管理費を含めて算出されている。 

      その結果、Ｂ／Ｃは 1.9 となり、費用に対して便益が上回るものとなって

いる。 

      また、電線類の地中化を行うことによる緊急輸送道路としての防災性の向

上や景観の向上、歩道のバリアフリー化を行うことによる良好な歩行空間の

創出など、整備費には算入しているものの、金銭価値換算手法が確立されて

いないために便益として算入できない効果もあることから、市は、数値以上

の費用対効果が見込まれるものと判断した。 

      「ｃ 事業の進捗状況」については、白石・藻岩通から福住・桑園通間は、

平成 20 年度に整備完了し、供用が開始されており、また、福住・桑園通間か

ら石山通間は、平成 16 年度より用地買収が進められており、平成 26 年度末

の用地取得率は約９割の状況であった。 

    (ｲ) 視点２について 

      福住・桑園通間から石山通間について、残る１割の用地買収を進めるとと

もに、平成 31 年度までに事業を完了する予定とされている。 

    (ｳ) 視点３について 

      資材の選定に当たって、再生材（アスファルト等）を使用するなど、積極

的なコスト削減を図るとともに、電線共同溝の敷設に当たり、既存ストック

の有効活用や支障移転が極力発生しないルート選定によりコスト縮減を図る
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こととされている。 

      その他の視点（環境配慮や地元調整状況等）については、工事の実施に当

たり、建設副産物の再資源化などの環境負荷の低減に取り組むとともに、地

元町内会や沿道の市民へ事業進捗状況等の情報提供を行いながら事業を進め

ることとされている。 

     市は、視点１及び視点２に基づく再評価については、いずれも「事業継続が

妥当」との評価を行い、視点３に基づく再評価については、引き続きコスト縮

減には取り組むものの、市の骨格道路網の一路線として都市計画決定した非常

に重要な路線であり、本件請求の対象区間においては事業認可を取得したもの

であって、他の路線に振り替えるなどの代替性がないことから事業の見直しを

図る必要がないと判断し、「事業の継続」を行うことが適当であるとの対応方針

案を作成した上で、市委員会に諮った。 

   イ 市委員会における検討・検証について 

     上記アのとおり作成された本件事業に係る対応方針案については、平成 27 年

９月８日開催の市委員会で審議された。 

     市委員会での審議に当たって、市は、事前に上記⑵エの各視点の点検内容等

をまとめた「個別評価調書」を各委員に配布し、概要を説明するとともに、委

員会当日には資料「社会資本整備総合交付金 札幌圏都市計画道路事業３・

２・10 号 環状通（中央区側）」等を用いて説明を行っている。 

     委員会当日は、市から、環状通が２高速３連携２環状 13 放射道路からなる本

市の骨格道路網の一路線であることや、第１次緊急輸送道路に指定されている

ことなど路線としての重要性に加え、市内の交通混雑の状況、事業目的や整備

効果に係るＢ／Ｃ、定性的効果など、事業の必要性に関する視点を示しつつ、

さらに環状通全体 22.65km の約 83％が６車線で整備済みであって、事業中区間

においては平成 26 年度末で用地取得率が約９割となり、平成 27 年度から着工

予定であるなどの事業進捗の状況や見込み等の視点に関する説明が行われてい

る。 

     また、委員側からは、Ｂ／Ｃの評価年度以降の評価要因変化の有無や交通量

推計・季節的考慮の考え方、交通渋滞の懸念、環状通の未整備区間の今後の整

備予定などに関する質問があり、市はそれらについて説明を行っている。 
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 ２ 判断 

   上記１で認定した事実に基づき、当監査委員は、請求人が本件監査請求で主張す

る不当などの事由について、次のとおり判断する。 

  ⑴ 都市計画事業の違法性等について 

    本件事業は、上記１⑴アのとおり、都市計画道路である環状通の対象区間につ

いて、６車線で整備する都市計画事業である。そして、本件事業は、事業採択後

一定の期間を経過しているため、事業の継続に当たり、市要領に基く公共事業の

再評価対象となる事業である。 

    請求人の主たる主張は、本件事業の再評価の手続きにおいて、Ｂ／Ｃの検証・

検討が十分にされていないにもかかわらず、市は、不確かで真正ではない根拠に

より本件事業の継続を決定しているのだから、本件事業に係る経費を支出するこ

とは、不法又は不当であるとするものと解される。 

    ところで、都市計画は、広い地域を対象にしてさまざまな利益を考慮しながら

政策的に総合して定められるものであることから、どのような都市計画を策定す

るか、都市施設の規摸をどのようにするか、またこれをどのように配置するかな

どについては、一義的に定められるものではなく、さまざまな利益を衡量し、こ

れらを総合して政策的、技術的な裁量によって決定すべきものである。 

    したがって、このような判断については、都市計画を決定する行政庁の広範な

裁量権の行使に委ねられる部分が大きいものであるから、都市計画道路等の都市

施設に関する都市計画の決定や、それに基づく都市施設の整備の実施等について

は、行政庁がその決定について委ねられた裁量権の範囲を逸脱し、あるいはこれ

を濫用したと認められる場合に限って違法又は不当となるものというべきである。 

    そこで、以下、本件事業の継続を決定した手続きについて検討し、当該決定に

係る判断が、市の裁量権の範囲を逸脱し、あるいはこれを濫用したものであるか

どうかについて判断する。 

  ⑵ 市委員会におけるＢ／Ｃの検討状況等について 

    請求人は、市委員会における会議資料の中に、事業の投資効果の判断に必要な

Ｂ／Ｃの詳細に関する情報（以下「Ｂ／Ｃの詳細情報」という。）がないことから、

市委員会におけるＢ／Ｃに係る検証・検討が十分ではないと主張している。 

    ところで、上記１⑵アのとおり、市要領は、建設事務次官通知を受けて定めら
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れたものであり、現行の国土交通省所管公共事業の再評価実施要領（以下「国要

領」という。）に準じて策定されている。国要領においては、再評価の実施主体の

長は、「再評価の実施に当たり第三者の意見を求める諮問機関」（以下「第三者委

員会」という。）を設置することとされている。そして、第三者委員会における審

議方法は、「審議の公開又は議事録の公表等により審議過程の透明性を確保すると

ともに、事業の特性に応じた判断や技術的判断等が可能な運営となるよう配慮」

し、第三者委員会が決定することとされている。 

    市委員会も、上記第三者委員会に準じて、市において設置された機関であるか

ら、市委員会における審議方法も市委員会が決定するべきものであり、審議に当

たっての観点や、個別の項目についてどの程度詳細に立ち入って検討を行うかな

どは、市委員会の裁量によるものと解される。 

    したがってＢ／Ｃの詳細情報についても、どのような検討等を行うかについて

は、市委員会の裁量によるものと言わざるを得ない。 

    そして、本件事業に係る審議については、上記１⑶イのとおり、再評価の各視

点の点検内容等をまとめた「個別評価調書」等の資料が配付されるとともに、各

委員には、会議当日だけでなく、担当部局による事前説明も実施されており、Ｂ

／Ｃの検討を含め、事業の特性に応じた判断や技術的判断等がされたものと認め

られる。 

    したがって、市委員会における会議資料の中に、Ｂ／Ｃの詳細情報がないから

といって、そのことから直ちに市委員会におけるＢ／Ｃに係る検証・検討が十分

ではないと断定することは相当でない。 

    なお、市委員会の運営状況を見ると、委員会の会議は市民等に公開して行われ

ており、資料及び議事録は市の刊行物コーナーにおいて閲覧に供されるほか、直

近のものは市のホームページにおいて公表されるなど、審議過程の透明性が確保

されていると認められ、この点においても、不合理な点は見られない。 

  ⑶ Ｂ／Ｃに係るその他の主張について 

   ア 請求人は、事業の投資効果の判断に必要なＢ／Ｃの詳細情報が一般に公表さ

れていないことから、市民による検証が不可能であることを指摘している。 

     Ｂ／Ｃの分析について、市においては、上記１⑵オのとおり、国マニュアル

にとりまとめられた考え方に準じて行われている。 
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     国マニュアルによれば、本件事業のＢ／Ｃの算定に当たっては、将来の交通

量推計に係るデータ等を用い、道路供用開始年次から50年に渡る期間について

費用・便益の算定を行うこととなる。また、同マニュアルでは、費用便益分析

の結果や用いたデータ、計算手法等は、原則公表することも定められている。 

     市が、本件事業のＢ／Ｃの算定を国マニュアルにしたがって行ったことは、

上記１⑵オ及び⑶アのとおりである。また、市は、平成27年度に実施した本件

事業の再評価において、Ｂ／Ｃが1.9と算定されたことをはじめ、Ｃ（費用）＝

約44億円、Ｂ（便益）＝約82億円であることや、これらの数値が国マニュアル

に基づき算定されたものであることなどを公表している。 

     市によれば、交通流の推計に係るものなど、Ｂ／Ｃを算定するために用いる

各種データは、膨大な分量となることに加え、これらのデータは、大量の数字

の羅列という形態を取らざるを得ないものも多く、これらのデータを用いてＢ

／Ｃを算定するには、一般的に、専用のプログラムが必要となるとのことであ

る。これらのことから、市は、費用便益分析の結果等については、市民等の理

解に資する事項を選定して公表しているとのことである。 

     このような配慮をした上で費用便益分析の結果に係る情報を公表することは、

一定の合理性があるものと認められ、市がＢ／Ｃの詳細情報まで、一般に公表

していないからといって、国マニュアルに反するとはいえない。 

   イ 請求人は、請求人の算定によれば、本件事業のＢ／Ｃが１以下となることや、

市が事業継続の決定を、国マニュアルの基準どおりに行なっていないなどとも

主張している。 

     しかしながら、市要領によれば、この再評価は上記１⑵エの各視点に着目し

て行うものとされ、事業を実施する関係部局は、上記の各視点から、事業を継

続するか否かの対応方針案を作成し、市委員会の意見具申を尊重しつつ、最終

的に市長の判断により対応方針が決定されることとなる。 

そして、Ｂ／Ｃは視点１の事業の必要性を判断する上での一つの要素となる

にすぎず、Ｂ／Ｃが１を下回れば事業中止の決定をすべきであるとされている

わけでもない。このことは、国要領においても同様である。したがって、本件

事業において、仮にＢ／Ｃが１以下となったとしても、このことのみをもって

本件事業の継続決定が違法又は不当となるものではない。 
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そして、既に検討してきたように、本件事業の継続決定に至る経緯等に照ら

せば、市の事業継続の決定には、請求人の主張するような手続上の問題は認め

られない。 

また、一般的に道路事業においては、上記１⑵オで述べた定性的効果がある

ことも考慮する必要があり、これらを総合してみると、本件事業の継続を決定

した市の判断に裁量権の範囲を逸脱し、あるいはこれを濫用した違法又は不当

があるということもできない。 

   ウ 本件監査請求において、請求人は、本件事業の再評価におけるＢ／Ｃの算定

そのものを監査するよう求めているとも解される。しかしながら、市委員会が

Ｂ／Ｃの検討・検証を十分に行っていないとする請求人の主張に理由がないこ

とは上記⑵のとおりであり、Ｂ／Ｃの算定そのものを、当監査委員が監査する

必要はない。 

  ⑷ ６車線の必要性について 

    請求人は、６車線化しなければならない明確な根拠や将来交通量を市が示して

おらず、請求人による都心部交通緩和策としての交通転換量の検証からしても、

環状通は現状の４車線で対応可能であると主張している。 

    しかし、都市計画は、上記⑴のとおり総合的な判断に基づいて行われるもので

あり、特定の道路について渋滞が生じているか否かや、道路の混雑度が部分的に

許容範囲であるかどうかなどによってのみ判断されるものではない。 

    そして、上記１⑴ウのとおり、環状通については、都市計画決定された路線の

８割以上の区間が既に６車線で整備されており、その中で本件事業区間は幅員が

狭く（４車線）、ボトルネックとなっている部分である。ボトルネックの解消は、

幅員減少による交通流量の妨げになる箇所を解消する道路整備として、一般的に

有効な手法といえるし、市においては、上記１⑴イのとおり、緊急輸送道路の機

能性向上やネットワークの強化を図るため、計画幅員が確保されていない路線に

ついて、計画的な道路整備を推進しているとのことである。 

    これらの点を考えると、市が、本件事業区間の６車線化を行うことが不合理で

あるとは言えないし、現行の４車線のまま環状通を活用するという案があるとし

ても、都市計画について判断する上で、６車線として整備する市の案より明らか

に優れていると認められる事情もない。 
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    したがって、どちらの方針を採用するかは、市の裁量権の範囲内であると言わ

ざるを得ず、請求人の主張には理由がない。 

  ⑸ 請求人のその他の主張等について 

    請求人がその他るる主張する事項については、疑問点や要望と解されるものを

含め、いずれも、都市計画や本件事業実施の決定の過程に係るものであるが、こ

れらについても、市の裁量権の範囲を逸脱し、あるいはこれを濫用したものと判

断される事項は見当たらない。 

  ⑹ 小括 

    以上のとおり、本件事業に係る再評価の手続き等について違法又は不当な点は

見られないから、本件事業に係る公金の支出が不法・不当であるとする請求人の

主張には理由がない。 

第４ 結論 

   以上により、請求人の住民監査請求のうち、監査請求日までに１年を経過してい

る部分については不適法な請求のため却下し、その余については請求に理由がない

ため棄却する。 


